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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 22,328 21,835 21,366 21,435 21,890

経常利益 (百万円) 2,723 2,731 2,611 2,537 1,971

当期純利益 (百万円) 1,539 1,521 1,439 1,545 1,151

持分法を適用した場合の投資

利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160

発行済株式総数 (千株) 9,400 9,400 9,400 9,400 9,400

純資産額 (百万円) 16,483 17,333 18,194 19,334 19,845

総資産額 (百万円) 21,490 22,679 23,201 23,979 24,445

１株当たり純資産額 (円) 1,753.57 1,844.06 1,935.63 2,056.86 2,111.25

１株当たり配当額

(円)

65 65 65 75 50

(うち１株当たり中間配当

額)
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 (円) 163.77 161.91 153.14 164.45 122.52

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 76.7 76.4 78.4 80.6 81.2

自己資本利益率 (％) 9.7 9.0 8.1 8.2 5.9

株価収益率 (倍) 10.66 11.31 13.35 15.82 21.87

配当性向 (％) 39.7 40.1 42.4 45.6 40.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) 5,547 1,789 1,860 2,179 775

投資活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △365 △970 △640 △456 △302

財務活動によるキャッシュ・

フロー
(百万円) △469 △610 △625 △631 △704

現金及び現金同等物の期末残

高
(百万円) 6,251 6,459 7,053 8,144 7,912

従業員数
(人)

271 269 270 275 264

(外、平均臨時雇用者数) (－) (－) (28) (28) (31)

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第56期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念配当10円を含んでおります。

５．第53期及び第54期の平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しておりま

す。
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２【沿革】

安政５年 香川県小豆島で加登屋製油所を1858年（安政５年）に創業、ごま油の製造販売を開始。

昭和32年５月 加登屋製油所は事業の拡大を図るため、同製油所側と株式会社小澤商店（同製油所の東日本地区の代

理店。現小澤物産株式会社）側が共同で出資を行い、新たに株式会社組織として加登屋製油株式会社

を設立。

本社を東京都品川区西大崎一丁目357番地に設置。

昭和36年９月 販売拠点として、大阪支店開設。

昭和36年10月 事業の拡大に備え、小豆島土庄港に工場用地39,600平方米を取得し、新工場を竣工。

昭和42年２月 福岡支店開設。

昭和44年４月 札幌支店、仙台支店、名古屋支店開設。

昭和48年10月 広島支店開設。

昭和49年８月 松本支店、金沢支店、高松支店開設。

昭和51年１月 金沢支店廃止。

昭和51年４月 商号を「かどや製油株式会社」に変更。

昭和52年４月 相模原営業所開設。

昭和53年３月 札幌支店、広島支店、松本支店、高松支店を営業所に変更。

昭和53年８月 熊谷営業所開設。

昭和54年４月 福岡支店を営業所に変更。

昭和55年５月 熊谷営業所を大宮市へと移転し、大宮営業所に改名。

昭和56年３月 相模原営業所廃止。

平成３年８月 本社を品川区西五反田八丁目２番８号に移転。

平成５年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成７年５月 本社東京営業部が東京支店として独立。

平成12年８月 １単位の株式の数を1,000株から100株に変更。

平成12年８月 ＩＳＯ9002を認証取得。(平成15年８月にＩＳＯ9001に移行。)

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年10月 大宮営業所を東京支店に統合。

松本営業所を長野市へと移転し、長野営業所に改名。

平成18年10月 神戸に事業所（物流倉庫）を新設。

平成21年９月 長野営業所を東京支店に、高松営業所を広島営業所に統合。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　東京証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

平成24年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成24年６月 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株式を上場廃止。

平成25年４月 東京証券取引所市場第一部に指定。
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社及びその他の関係会社３社で構成されており、ごま油や食品ごまなどの製品を製造・販売

しております。

当社は、「お客様に常に感謝の心を持ち、安心・安全かつ価値あるごま製品を提供することで、健康でより豊かな

食生活に貢献する。」という経営理念に基づき、家庭用はもとより加工食品の原料や外食産業の業務用など、様々な

用途に応じたごまに関連する製品を展開しております。

当社の企業集団の事業の系統図及び出資比率は次のとおりであります。

 

[事業系統図]

 

[出資比率]
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４【関係会社の状況】

その他の関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の被
所有割合
（％）

関係内容

(その他の関係会社)

三菱商事株式会社

(注)１

東京都千代田区 204,446 総合商社 26.35
原材料の仕入

製品の販売代理

(その他の関係会社)

三井物産株式会社

(注)１

東京都千代田区 341,481 総合商社 21.48
原材料の仕入

製品の販売代理

(その他の関係会社)

小澤物産株式会社

(注)２

東京都品川区 50
流体搬送機器・貯

蔵用機器等の販売
15.86

製品の保管荷役

製品の運送委託

（注）１.有価証券報告書を提出しております。

２.議決権の被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、同社をその他の関

係会社としたものであります。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

平成26年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

264（31） 40.6 15.6 5,292,578

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ごま油  121（ 7）

食品ごま  55（11）

報告セグメント計  176（18）

その他  －（－）

全社（共通）  88（13）

合計  264（31）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員、非常勤嘱託を含

む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当事業年度におけるわが国経済は、政府の経済政策により円安・株高になったことや、耐久財を中心に消費税

引き上げ前の駆け込み需要等により、企業の業績は回復し始めました。それに伴い基本給や一時金を引き上げる

企業が増加し、所得環境は今後改善し、個人消費は増加基調になりつつあります。

一方、食品業界におきましては、海外原料価格の高騰と円安を背景に原料コスト増加を余儀なくされる中、昨

年末に農薬混入事件が発生し、食品の安全に対する消費者の意識がこれまで以上に高まり、業界全体への風当た

りは、より厳しさが増すことが予想されます。

このような状況下、当社は円安や原料価格高騰によるコストアップに対して、製品値上げを打ち出したことに

よる需要の反動減が一部あったものの、北米マーケットを中心に輸出が好調であったこと、食品ごまの取引拡大

があったこと等から売上高は前年同期比2.1％増となりました。

コスト面では、既存設備の償却が進んだこと、前期に製品の安全性を高めるための業務改善が一段落したこと

等の減少要因はあったものの、原料価格の高騰や円安が進んだこと等により、売上原価は前年同期比19.1％増と

なりました。

一方、販売費及び一般管理費は、前期に実施していたテレビコマーシャルや現金プレゼントキャンペーンを抑

制する等、コスト削減を図ったことにより前年同期比17.6％減となりました。

この結果、売上高は21,890百万円（前年同期比455百万円増）、経常利益は1,971百万円（前年同期比566百万

円減）、当期純利益は1,151百万円（前年同期比394百万円減）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ごま油事業

ごま油事業におきましては、昨年原料価格の高騰や円安によるコストアップに対して製品値上げを打ち出し

ましたが、消費者やマーケットの低価格指向は予想以上に強く、利益率が高い家庭用の販売数量は大きく落ち込

みました。その結果、ごま油全体の販売数量は落ち込みましたが、製品の値上げにより売上高は前年並みの売上

高を確保しました。

コスト面では、原料購入価格は前期を上回っており、且つ円安に推移したこと等により売上原価は前年を上

回る状況であります。

こうした環境下において、当社は差別化商品の開発を行う等、販売数量を確保するための対策を実施してお

ります。

以上の結果、売上高は17,655百万円（前年同期比13百万円増）、セグメント利益は1,232百万円（前年同期比

595百万円減）となりました。

 

②食品ごま事業

食品ごま事業におきましては、加工メーカー等との取引拡大等を図った結果、食品ごまの売上高は前年を上

回る状況となりました。

原料購入価格は、ごま油同様に原料高騰及び円安に推移したこと等により前期を上回る状況であります。

こうした環境下において、当社は新製品や既存製品のリニューアル等を行っております。

以上の結果、売上高は4,231百万円（前年同期比441百万円増）、セグメント利益は431百万円（前年同期比16

百万円減）となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前期末に比べ232百万円減少

し、7,912百万円となりました。

当事業年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動によるキャッシュ・フローは、775百万円の収入（前年同期比1,403百万円収入

減）となりました。これはたな卸資産が715百万円増加、未払金が326百万円減少、売上債権が217百万円増加、

法人税等の支払が941百万円あるなどの減少要因があったものの、税引前当期純利益が1,954百万円あり、仕入債

務が528百万円増加、減価償却を548百万円行うなどの増加要因により、資金が増加したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動によるキャッシュ・フローは、302百万円の支出（前年同期比154百万円支出

減）となりました。これは有形固定資産の取得による支出が283百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動によるキャッシュ・フローは、704百万円支出（前年同期比73百万円支出増）と

なりました。これは配当金の支払いによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

前期比（％）

ごま油（トン） 40,347 96.0

内訳   

（ごま油（トン）） （22,494） 96.5

（脱脂ごま（トン）） （17,852） 95.5

食品ごま（トン） 9,598 108.5

合計（トン） 49,945 98.2

（注）１．ごま油生産数量には、輸入原料油、脱脂ごまを含みます。

２．ごま油生産数量は、生産内容が異なるため内訳を記載しております。

(2）商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

前期比（％）

その他（百万円） 4 166.7

合計（百万円） 4 166.7

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当社は受注生産は行っておりません。

(4）販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

前期比（％）

ごま油（百万円） 17,655 100.0

食品ごま（百万円） 4,231 111.6

報告セグメント計（百万円） 21,886 102.1

その他（百万円） 3 112.7

合計（百万円） 21,890 102.1

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三井物産㈱ 8,975 41.9 8,298 37.9

三菱商事㈱ 3,499 16.3 3,571 16.3

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

食品業界の経営環境につきましては、依然厳しく、原料価格の不安定さ、少子高齢化による国内需要の減退等に

より、競合メーカーとの競争激化が予想されます。このような環境下で当社は、今後もごまのトップメーカーとし

て邁進していくために以下の課題について取り組んでまいります。

①コスト削減と、コストに見合った価格の実現

②国内市場では量から質への転換

③北米や欧州等の海外市場の拡販に注力

④今後のごま需要の動向を見据えた上での生産体制の推進

⑤品質管理の徹底による安心・安全の更なる追求、研究開発の推進

⑥顧客ニーズにあった新製品の開発

⑦コンプライアンス体制の強化と内部統制システムの構築によるＣＳＲ（企業の社会的責任）の向上

⑧株主に利益が還元できる体制を確立するため、優れた人材を確保

当社は、これらの施策により、経営環境の変化に即応できる経営基盤・体質の強化を一層進めてまいります。

 

４【事業等のリスク】

当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、主に以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成26年６月24日）現在において当社が判

断したものであります。

 

(1)原料調達及び為替相場について

当社の主要原材料であるごま種子は、そのほぼ全量を海外から調達しております。そのため原材料の仕入価

格が、世界のごま種子市場の需給バランスの変化や、生産国の経済情勢、天候、作付状況によって変動し、当該

価格が高騰した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、ごま種子の輸入やごま油等の輸出取引には、外貨（米ドル）による為替相場変動の影響を受ける場合

があります。そのため当社は為替予約等により、相場の変動のリスクをヘッジしておりますが、そのリスクを全

て排除することは不可能であり、急激な為替相場の変動があった場合は、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(2)カントリーリスクについて

当社では、主要原材料であるごま種子をそのほぼ全量について海外から輸入しております。また、販売政策

の課題として、海外への輸出販売高の拡大に取り組んでおります。

そのため、当社の関連する国において、災害、テロ、戦争、政治・経済状況の激変などの事象が起きた場合

に、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3)食の安全について

当社は製品の安全性確保のため、ＩＳＯの国際品質規格を取得し、トレーサビリティーの確保など厳しい品

質管理体制を構築しております。

しかしながら、これらの取り組みの範囲を超えた品質問題が発生した場合、当社の業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(4)自然災害について

当社は、香川県小豆郡に当社製品の生産工場（小豆島工場）を有しております。当該工場では、一定の製品

備蓄を行っておりますが、当社における製品の生産工場はこの一箇所のみであり、地震等の大規模な災害が発生

した場合、生産設備の毀損あるいは事業中断等により、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(5)市場動向について

当社の事業の大部分は、日本国内において展開しており、国内景気等による消費動向が事業に大きな影響を

及ぼす可能性があります。また、日本は少子・高齢化が進んでおり、このまま人口の減少が続きますと、需要の

減少により市場が縮小し製品販売数量が減少する可能性があります。

当社は、このような影響を最小限に抑えるべく、新たな高付加価値製品の開発や輸出売上高を高めるなどの

対策を講じておりますが、更なる景気動向の悪化や当社製品への需要低下等により、当社の業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。
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(6)法律等の諸規制について

当社は「食品衛生法」、「ＪＡＳ法」、「製造物責任法」及び「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促

進等に関する法律」等による法的規制の適用を受けております。当社は、これら法律の遵守に努めております

が、今後において法的規制の変更、強化、新たな規制の導入がされた場合には、当社の事業活動が制限され、当

社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7)許認可について

当社の小豆島工場では、厚生労働省より食品衛生法に基づく食用油脂製造業に関する営業許可証をうけてお

ります。営業許可については、製品に製造上衛生に関する食品事故が発生した場合には取り消される可能性があ

ります。また営業許可の更新については、５年毎に行うこととなっており、食品衛生法の定める施設基準に対す

る不適合があった場合には更新がされず、不適事項については改善のうえ再検査を行い、基準に適合させる必要

があります。現営業許可証の有効期限は、平成29年５月31日までとなっております。なお、営業許可の取り消し

及び営業の禁止又は停止については、食品衛生法第55条、第56条等に定められております。また、提出日（平成

26年６月24日）現在までの間において、営業許可の取り消し及び営業の禁止又は停止となる事由は存在しており

ません。

当社では、許可の継続のため、法令の順守及び製品の品質管理を徹底して行っておりますが、将来、何らか

の理由により、許可の取り消しが起こった場合には、営業停止の事態となり、当社の業績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

 

(8)三菱商事株式会社、三井物産株式会社及び小澤物産株式会社との関係について

現在、三菱商事株式会社、三井物産株式会社及び小澤物産株式会社の３社は、当社におけるその他の関係会

社に該当しております。

このうち三菱商事株式会社と三井物産株式会社の２社は主要取引先であり、各取引のうち、当事業年度末時

点で、販売高が販売高全体の54.2％、仕入高が仕入高全体の64.6％を占めております。

販売先としては、上記２社とは取引先信用補完のための帳合取引を行っており、実質は帳合先の会社に対し

ての売上であるため、当社における２社の販売高の割合が、即ち依存度を示すものではありません。

仕入先としては、当社では上記２社のほか、他の商社とも取引関係があり、当社にとって最も有効な条件を

提示した取引先からの仕入を行っており、当社における上記２社の仕入額の割合が、即ち依存度を示すものでは

ありません。

しかしながら、現状において、当社では上記２社に対する各取引高の金額が大きいため、取引関係が解消し

た場合等には、ただちに代わりの企業を探すことが困難な可能性もあります。

なお、もう１社の当社のその他の関係会社である小澤物産株式会社につきましては、製品の保管荷役及び運

送委託の取引を行っておりますが、取引条件については、第三者と比較検討を実施した結果、公正な取引条件で

実施しており、独立性は担保されております。

また、社外役員としては、幅広い見識を当社の経営に反映させる目的として小澤物産株式会社より当社社外

取締役１名を、当社監査体制の強化を目的として三菱商事株式会社、三井物産株式会社及び小澤物産株式会社よ

り当社社外監査役を１名ずつ受け入れておりますが、同様に当社の独立性に影響を及ぼすリスクはないと考えて

おります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当社は多くの消費者に自然の恵みを生かした、より健康的な食生活に貢献できる魅力ある新製品を開発し、提供

することを研究開発活動の基本方針としております。

当社の研究開発体制は、当社の製品開発に関連する大学、企業等の外部専門家のサポートを得て、販売業務部に

てマーケット情報や消費者情報を取りまとめて新製品の企画を行っております。研究開発課では、新製品の企画提

案、並びに製品化研究を行っております。また、新製品の開発につなげるべく、基礎研究にも取り組んでおりま

す。

今後とも社外機関との協力体制による研究も含めて「ごま製品を提供することで、健康でより豊かな食生活に貢

献する」という経営理念に基づき、当社独自の研究開発活動を推進してまいります。

なお、当事業年度における研究開発費の総額は82百万円となっております。

当社は各セグメント共有の研究開発を行っているため、研究開発費の総額、研究開発活動は特定のセグメントに

区分しておりせん。

最近における研究開発活動の主なテーマと開発目標は次のとおりであります。

 

主要テーマ 開発目標

ごま油・食品ごま関連製品開発 製品開発・用途開発によるマーケットの拡大

ごま関連の加工製品開発 付加価値製品の創出

ごま副産物の有効活用 副産物、及び副産物に含まれる有効成分の利用法開発

ごまの機能性成分の探索・利用研究
ごま新規機能性成分の探索と素材化、及びそれらを利用した付加価

値製品の開発
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態の分析

(流動資産)

当事業年度末の流動資産におきましては、前事業年度末に比べ639百万円増加し、18,050百万円となりました。

これは現金及び預金が232百万円減少するなどの減少要因があったものの、売掛金が219百万円、たな卸資産が原

料価格の高騰や円安などにより711百万円増加したこと等によるものであります。

 

(固定資産)

当事業年度末の固定資産におきましては、前事業年度末に比べ174百万円減少し、6,394百万円となりました。

これは投資その他の資産が時価の変動などにより55百万円増加、ごま油関連設備など327百万円設備投資を行っ

たこと等により増加したものの、547百万円の減価償却を行ったこと、９百万円除却及び売却を行ったこと等によ

り全体で減少したものであります。

以上の結果、当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ465百万円増加し、24,445百万円となりました。

 

(流動負債)

当事業年度末の流動負債におきましては、前事業年度末に比べ36百万円減少し、3,788百万円となりました。

これは買掛金が原料価格の高騰や円安などにより、528百万円増加するなどの増加要因があったものの、未払金

が285百万円減少、未払法人税等が206百万円減少、その他流動負債が50百万円減少したこと等によるものでありま

す。

 

(固定負債)

当事業年度末の固定負債におきましては、前事業年度末に比べ9百万円減少し、811百万円となりました。

これは主に退職給付引当金が9百万円減少したこと等によるものであります。

以上の結果、当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ45百万円減少し、4,599百万円となりました。

 

(純資産)

純資産におきましては、前事業年度末に比べ511百万円増加し、19,845百万円となりました。

これは当期純利益が1,151百万円あり、剰余金の配当を704百万円行ったため、利益剰余金が446百万円増加した

こと等によるものであります。

 

(2)経営成績の分析

（売上高）

ごま油事業におきましては、昨年原料価格の高騰や円安によるコストアップに対して製品値上げを打ち出しまし

た。その結果、販売数量（脱脂ごま含む）は前期比1.6％減少、売上高は前期比0.0％増加し、17,655百万円となり

ました。

食品ごま事業におきましては、ごま油同様原料価格の高騰や円安によるコストアップに対して加工メーカー等と

の取引拡大等を図りました。その結果、販売数量は前期比7.0％増加、売上高は前期比11.6％増加し、4,231百万円

となりました。

以上の結果、全体の売上高は、前事業年度に比べ2.1％増加し、21,890百万円となりました。

 

（売上原価）

売上原価におきましては、既存設備の償却が進んだことなどによる製造経費の減少要因はあったものの、原料価

格の高騰や円安によるコストアップにより材料費が増加したこと等から、売上原価は前期比19.1％増加し、14,408

百万円となりました。

 

（売上総利益）

売上総利益におきましては、前事業年度に比べ1,858百万円減少し7,481百万円となり、売上高総利益率は前事業

年度に比べ9.4ポイント減少し、34.2％となりました。
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（販売費及び一般管理費）

販売費及び一般管理費におきましては、前期に実施していたテレビコマーシャルや現金プレゼントキャンペーン

の抑制をはじめ、徹底したコスト削減を図ったことにより、前事業年度に比べ1,246百万円減少し、5,817百万円と

なりました。

 

（営業利益）

売上総利益から販売費及び一般管理費を控除した営業利益におきましては、前事業年度に比べ612百万円減少し

1,664百万円となり、売上高営業利益率は3.0ポイント減少し、7.6％となりました。

 

（営業外収益・費用）

営業外損益におきましては、主な営業外収益項目である為替差益から同じく営業外費用項目である為替差損を差

し引いた純額が、前事業年度に比べ８百万円増加し226百万円となり、営業外収益から営業外費用を差し引いた純

額は、前事業年度に比べ45百万円増加し、306百万円の利益となりました。

 

（経常利益）

営業利益に営業外収益・費用を加減算した経常利益は1,971百万円となり、売上高経常利益率は前事業年度に比

べ2.8ポイント減少し、9.0％となりました。

 

（特別利益・損失）

特別損益におきましては、固定資産売却益が前事業年度に比べ7百万円減少したこと、固定資産除売却損が前事

業年度に比べ1百万円増加したこと、前事業年度は土地の減損損失を61百万円計上していたこと等から、特別損失

から特別利益を差し引いた純額は、前事業年度に比べ55百万円減少し、17百万円の損失となりました。

 

（税引前当期純利益）

経常利益から特別利益・損失を加減算した税引前当期純利益は、前事業年度に比べ511百万円減少し、1,954百万

円となりました。

 

（当期純利益）

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額の合計が802百万円となった結果、当期純利益は前事業年度に比べ

394百万円減少し1,151百万円となり、売上高当期純利益率は前事業年度に比べ2.0ポイント減少し、5.3％となりま

した。

なお、１株当たりの当期純利益は122円52銭、自己資本当期純利益率は5.9％、総資産経常利益率は8.1％となりま

した。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローにおきましては、たな卸資産が715百万円増加、未払金が326百万円減少、

売上債権が217百万円増加、法人税等の支払が941百万円あるなどの減少要因があったものの、税引前当期純利益

が1,954百万円あり、仕入債務が528百万円増加、減価償却を548百万円行うなどの増加要因により、775百万円資

金が増加したものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローにおきましては、ごま油関連設備工事の支払を始めとした有形固定資産の取

得による支出が283百万円あったこと等により、302百万円資金が減少したものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローにおきましては、配当金の支払い等により704百万円資金が減少したもので

あります。

以上の結果、当事業年度末における資金の残高は、前事業年度末に比べ232百万円減少し、7,912百万円となりま

した。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社では、ごま油関連設備の更新工事等により、327百万円の設備投資を行いました。

 

２【主要な設備の状況】

当社は、国内に１カ所の工場、７カ所に支店、営業所、１カ所の事業所を有しております。そのうち、主要な設備

は、以下のとおりであります。

平成26年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（百万円）
構築物
（百万円）

機械及び
装置

（百万円）

車両運搬具
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

合計
（百万円）

小豆島工場

(香川県小豆郡)

ごま油

食品ごま

共通

生産設備 1,223 244 1,344 5 33
466

(57,042)
3,319 146

本社

(東京都品川区)
共通 統轄業務施設 111 0 0 0 19

200

(492)
333 47

神戸事業所

(神戸市東灘区)

ごま油

食品ごま
事業所用土地等 74 6 1 0 1

525

(10,749)
610 1

東京支店

(東京都品川区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 2 － 0 7 1 － 12 25

仙台支店

(仙台市青葉区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － 0 2 0 － 3 6

名古屋支店

(名古屋市中区)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 5 0 － 5 8

大阪支店

(大阪府吹田市)

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 3 1 － 4 15

札幌営業所

ほか２営業所

ごま油

食品ごま
販売設備等 0 － － 7 0 － 8 16

（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。

２．本社に含まれている土地及び建物の大部分は社宅用に取得したものであります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

小豆島工場

(香川県小豆郡)

ごま油 ごま油生産設備 154 － 自己資金 平成26.5 平成26.10 －

食品ごま 食品ごま生産設備 30 － 自己資金 平成26.9 平成26.12 －

共通 焼却炉破砕機更新他 43 － 自己資金 平成26.6 平成26.11 －

本社

(東京都品川区)

ごま油

食品ごま

共通

販売配給設備 20 － 自己資金 平成26.6 平成27.3 －

ごま油

食品ごま

共通

事務所什器備品 30 － 自己資金 平成26.5 平成27.2 －
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数 (株)
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数 (株)
（平成26年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,400,000 同左
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

計 9,400,000 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成14年１月18日

（注）
1,100,000 9,400,000 440 2,160 440 3,082

（注）有償、第三者割当

発行価額　　800円　資本組入額　400円

新株発行数　1,100,000株

払込金総額　880百万円

 

（６）【所有者別状況】

平成26年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 16 18 58 25 2 6,418 6,537 －

所有株式数

（単元）
－ 1,480 129 72,366 376 3 19,638 93,992 800

所有株式数の

割合（％）
－ 1.58 0.14 76.99 0.40 0.00 20.89 100.00 －

（注）自己株式179株は、「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に79株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】
 

  平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３－１ 2,477.0 26.35

三井物産株式会社
（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目２－１
(東京都中央区晴海一丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟）

2,019.5 21.48

小澤物産株式会社 東京都品川区西五反田八丁目３－16 1,491.5 15.86

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５－１ 300.0 3.19

国分株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１－１ 300.0 3.19

日清食品ホールディングス株
式会社

大阪府大阪市淀川区西中島四丁目１－１ 300.0 3.19

株式会社Ｊ－オイルミルズ 東京都中央区明石町８－１ 100.0 1.06

日本山村硝子株式会社 兵庫県尼崎市西向島町15－１ 100.0 1.06

かどや製油従業員持株会 東京都品川区西五反田八丁目２－８ 66.8 0.71

エバラ食品工業株式会社 神奈川県横浜市西区北幸二丁目５－15 50.0 0.53

キユーピー株式会社 東京都渋谷区渋谷一丁目４－13 50.0 0.53

小澤和彦 東京都大田区 50.0 0.53

計 － 7,304.8 77.71

（注）エバラ食品工業株式会社は、平成26年５月７日に神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目４－５　横浜アイマー

クプレイス14階に本社を移転しております。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　100 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

9,399,100
93,991

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式 普通株式　800 － －

発行済株式総数 9,400,000 － －

総株主の議決権 － 93,991 －
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②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

かどや製油株式会社
東京都品川区西五反田

八丁目２－８
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を
行った取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取
得自己株式

－ － － －

合併、株式交換、会社
分割に係る移転を行っ
た取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 179 － 179 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営の重点政策の一つとして位置付け、利益配分につきましては、当期純利益の40％

を目処として業績に連動させた配当を採用しております。ただし、業績に関わらず１株当たり20円以上の配当を継続

して行えるよう努力してまいります。

なお、当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は株

主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、基本方針に基づき、１株当たり50円の配当を実施することを決定致しました。

この結果、配当性向は40.8％となりました。

内部留保資金につきましては、将来の事業拡大を見据えた企業体質の強化と、事業基盤の拡大に備えるために有効

投資してまいりたいと考えております。

また、当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円）

平成26年６月24日

定時株主総会決議
469 50

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高（円） 1,950 2,020
2,080

※2,247
2,621 3,325

最低（円） 1,334 1,669
2,012

※1,730
1,943 2,471

（注）　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１

日から平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日

から平成24年３月28日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、平成24年

３月29日から平成25年４月１日までは東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、平成25年４月２

日以降は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。なお、第55期の最高・最低株価のう

ち、※印は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものです。また、大阪証券取引所ＪＡＳ

ＤＡＱ（スタンダード）について、平成24年４月18日に上場廃止の申請を行い、同年６月３日に上場廃止と

なっております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高（円） 2,788 2,749 2,710 2,740 2,720 2,749

最低（円） 2,619 2,650 2,575 2,680 2,628 2,650

（注）　最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

代表取締役

社長
 小澤　二郎 昭和12年９月１日生

 
昭和38年４月 三菱電機株式会社入社

昭和42年12月 同社退社

昭和43年１月 株式会社小澤商店（現 小澤物産株式会

社）入社

昭和51年12月 同社専務取締役

昭和55年６月 当社取締役

平成元年７月 小澤物産株式会社取締役副社長

平成４年７月 同社代表取締役社長

平成11年６月 同社代表取締役会長

平成15年６月 同社取締役会長

平成15年６月 当社代表取締役社長

平成17年９月 小澤物産株式会社取締役会長退任

平成22年１月 当社代表取締役社長兼販売本部長

平成22年６月 当社代表取締役社長（現任）
 

※１ 49

取締役

副社長執行役員
原料部長 水戸　優 昭和23年９月17日生

 
昭和47年４月 三菱石油株式会社（現 ＪＸ日鉱日石エ

ネルギー株式会社）入社

平成10年６月 同社財務部長

平成11年４月 日石三菱株式会社（現 ＪＸ日鉱日石エ

ネルギー株式会社）財務部副部長

平成11年11月 富士興産株式会社出向　経理部長

平成14年４月 当社出向　管理部長

平成14年６月 当社取締役管理部長

平成15年６月 当社取締役常務執行役員管理部長

平成15年９月 新日本石油株式会社（現 ＪＸ日鉱日石

エネルギー株式会社）退社

平成18年６月 当社取締役専務執行役員管理部長

平成21年11月 当社取締役専務執行役員

平成22年10月 当社取締役専務執行役員経営企画部長

平成23年６月 当社取締役専務執行役員原料部長

平成24年７月 当社取締役副社長執行役員原料部長

（現任）
 

※１ 19

取締役

専務執行役員
販売推進部長 佐野　雅明 昭和30年５月15日生

 
昭和53年４月 三井物産株式会社入社

平成９年２月 同社クアラルンプール支店食料部長

平成14年３月 同社本店穀物油脂部油脂室長

平成18年６月 当社出向　社長付

平成18年６月 当社取締役執行役員販売副本部長兼販

売業務部長

平成21年６月 当社取締役執行役員販売副本部長兼販

売推進部長

平成21年７月 三井物産株式会社退社

平成22年６月 当社取締役執行役員販売推進部長

平成24年４月 当社取締役執行役員販売推進部長兼東

京支店長

平成24年７月 当社取締役常務執行役員販売推進部長

平成26年６月 当社取締役専務執行役員販売推進部長

（現任）
 

※１ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

取締役

常務執行役員
工場長 吉岡　努 昭和30年９月10日生

 
昭和54年３月 小澤物産株式会社入社

平成３年５月 同社退社

平成３年６月 当社入社

平成13年７月 当社工場事務管理部長

平成15年６月 当社執行役員工場事務部長

平成17年４月 当社執行役員工場事務部長兼油脂部長

平成18年10月 当社執行役員工場事務部長

平成20年６月 当社取締役執行役員副工場長兼事務部

長

平成26年６月 当社取締役常務執行役員工場長

（現任）
 

※１ 3

取締役

常務執行役員
管理部長 戸倉　章博 昭和31年３月13日生

 
昭和55年４月 株式会社第一勧業銀行（現 株式会社み

ずほ銀行）入社

平成20年４月 株式会社みずほ銀行 横浜支店長

平成21年11月 当社出向　管理部長

平成22年４月 当社執行役員管理部長

平成22年６月 株式会社みずほ銀行退社

平成22年６月 当社取締役執行役員管理部長

平成26年６月 当社取締役常務執行役員管理部長

（現任）
 

※１ 3

取締役

執行役員
東京支店長 馬場　宗夫 昭和30年10月1日生

 
昭和54年４月 三菱商事株式会社入社

昭和61年12月 泰ＭＣ商事会社出向

平成４年６月 三菱商事株式会社食品トレーディング

部

平成５年７月 ＭＴＦＣＥ社出向

平成７年７月 三菱商事株式会社食品流通第二部

平成13年４月 同社加工食品第二部

平成14年５月 同社ヨハネスブルグ支社

平成19年６月 同社新潟支店長

平成24年４月 当社出向　執行役員社長付

平成24年６月 三菱商事株式会社退社

平成24年７月 当社執行役員東京支店長

平成25年６月 当社取締役執行役員東京支店長

（現任）
 

※１ 0

取締役

執行役員
研究部長 井尻　尚宏 昭和35年10月30日生

 
昭和59年３月 当社入社

平成14年５月 当社研究開発部副部長

平成18年10月 当社油脂部副部長

平成19年４月 当社油脂部長

平成23年６月 当社執行役員油脂部長

平成24年４月 当社執行役員研究部長

平成26年６月 当社取締役執行役員研究部長（現任）
 

※２ 4

取締役  小澤　一彦 昭和44年３月６日生

 
平成４年４月 株式会社さくら銀行（現 株式会社三井

住友銀行）入社

平成11年６月 同社退社

平成11年７月 小澤物産株式会社入社

平成19年６月 同社執行役員

平成20年６月 同社取締役

平成22年６月 同社代表取締役社長（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）
 

※２ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
（千株）

取締役  川上　三知男 昭和18年４月３日生

 
昭和54年４月 弁護士登録

 東京芝法律事務所入所（現任）

平成13年６月 当社監査役

平成26年６月 当社取締役（現任）
  

※２ －

常勤監査役  西村　泰彦 昭和32年３月２日生

 
昭和54年３月 当社入社

平成８年７月 当社営業企画部副部長兼販売企画室長

兼商品開発室長

平成13年７月 当社仙台支店長

平成15年６月 当社執行役員大阪支店長

平成20年６月 当社執行役員東京支店長

平成22年10月 当社執行役員販売推進部副部長

平成25年６月 当社常勤監査役（現任）
 

※３ 1

監査役  兼田　隆 昭和23年12月７日生

 
昭和42年４月 菱油販売株式会社入社

平成11年４月 同社管理部統括部長

平成15年６月 同社取締役

平成15年７月 小澤物産株式会社入社 経理財務部副部

長

平成18年４月 同社理事 管理部長

平成23年６月 同社執行役員 管理部長兼物流部長

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成25年６月 小澤物産株式会社 監査役（現任）
 

※４ -

監査役  川上　泰弘 昭和39年２月７日生

 
昭和61年４月 三菱商事株式会社入社

平成21年４月 同社農水産本部水産ユニット ユニット

マネージャー

平成23年４月 同社中部支社生活産業部長

平成25年４月 同社農水産本部副本部長兼戦略企画室

長

平成25年６月 当社監査役（現任）

平成26年４月 三菱商事株式会社 生活商品本部戦略企

画室長（現任）
 

※３ -

監査役  松岡　昌哉 昭和34年２月７日生

 
昭和56年４月 三井物産株式会社入社

昭和60年11月 同社穀油畜産営業統括部

昭和61年９月 同社飼料原料部

平成６年１月 第一ブロイラー株式会社 社長室長

平成９年７月 三井物産株式会社飼料畜産部

平成９年12月 米国三井物産株式会社ニューヨーク本

店食料部

平成10年３月 同社ニューヨーク本店食料部長

平成14年３月 三井物産株式会社飼料畜産部飼料原料

室長

平成21年８月 日本配合飼料株式会社常務執行役員管

理本部長

平成23年４月 同社専務執行役員飼料事業本部長

平成25年４月 三井物産株式会社食糧本部長補佐

（現任）

平成25年６月 当社監査役（現任）
 

※３ -

    計  104
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（注）１．取締役小澤一彦および川上三知男は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外取締

役（会社法第２条第15号）であります。

２．取締役小澤一彦は、代表取締役社長小澤二郎の長男であります。

３．取締役川上三知男は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員としてその旨を届け出ております。

４．監査役兼田隆、川上泰弘及び松岡昌哉は、社外役員（会社法施行規則第２条第３項第５号）に該当する社外

監査役（会社法第２条第16号）であります。

５．取締役及び監査役の任期は、次のとおりであります。

※１　平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

※２　平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

※３　平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。

※４　平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、事業の継続的発展と企業価値向上のため、経営の透明性と健全性を確保する体制の確立に取り組んでお

ります。

そのため、法令及び内部規定類を遵守し、各役員が経営情報を共有することで、取締役会の適正な意思決定機能

を確保するとともに、監査役監査及び社長直属の監査室による内部監査を通じて、適法かつ適正で効率的な経営及

び業務の保全に努めております。

また、積極的なＩＲ活動や会社説明会を通じて、株主・投資家に「開かれた、透明感のある企業」として認識し

ていただくよう努めております。

 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
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(3）業務の適正を確保するための体制

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

ａ経営理念、企業行動憲章、コンプライアンス規程等のコンプライアンス体制に係る規程を、取締役及び使用人が法

令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

ｂコンプライアンス体制の運用と徹底を図るため、管理部門担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、コンプライアンスの取り組みを横断的に統括する。また、コンプライアンス委員会が中心となって取締役及び

使用人に対しコンプライアンス教育・啓発を行う。

ｃ法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、コンプライアンス委員会または

会社の指定する弁護士を情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行う。

ｄ監査役及び、内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室は連携し、各部門の業務プロセス等を監査し、

不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。また、監査役及び監査室は、コンプライアンス委員会と連携の上、

コンプライアンスの状況を監査する。

ｅ反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に基づき、毅然とした態度で対処し、一切の関係を遮断する。

 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、文書管理規程その他関係規程に従い、適切に保

存及び管理する。

 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の基礎として経営危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。万一不測の事

態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、会社の指定する弁護士等社外専門家の助言を得な

がら迅速な対応を行い、損害の拡大防止と、損害を最小限に止める体制を整備する。

 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１回の定例取締役会を開催す

るほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項に

ついては、事前に常務以上の役員で構成する経営会議で議論し、その審議を経て執行決定を行う。

ｂ取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程等において、それぞれの責

任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これらの規程に従って執行する。

ｃ執行役員制度の導入により、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行う。

 

⑤当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社と関係会社とは、法令及び社会規範を遵守した適切な取引を行う。

 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使用人

の取締役からの独立性に関する事項

監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に

必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

 

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

ａ取締役は、取締役会等において、担当する業務の執行状況を出席した監査役に報告する。

ｂ上記ａに関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

 

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会は、経営陣と定期的に意見交換会を開催する。

 

⑨財務報告の信頼性を確保するための体制

社長の指示の下、監査室及び管理部を主たる部門として、財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制を構

築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価し、必要に応じて改善を進める。

また、取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

 

EDINET提出書類

かどや製油株式会社(E00433)

有価証券報告書

23/69



⑩反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容

当社及びその特別利害関係者、株主、取引先等は反社会的勢力とのかかわりはありません。当社は、社団法人日本

経済団体連合会が公表した「企業行動憲章　実行の手引き」（平成19年4月改訂）及び「企業が反社会的勢力によ

る被害を防止するための指針」（平成19年6月　犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）を基本理念として尊重し、これ

らに沿って体制を構築し運用しております。当社における方針・基準等については、「経営理念」「企業行動憲

章」「具体的行動に際しての指針」において定めており、主要な社内会議等の機会をとらえて繰り返しその内容の

周知徹底を図っております。そして、「反社会的勢力対応規程」を制定し、就業規則においても反社会的勢力に対

する勤務心得を付記しております。全社員が、いつ何どきにおいても、反社会的勢力が接触してきた際に適切に対

応できるよう、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定して常に関係遮断を図っております。また、適時（概ね年

間１回）外部の講師を招き、あるいは研修教材を用いて、当社のすべての役員、従業員を対象にした反社会的勢力

との関係遮断に関する研修会を開催しております。これらの施策により、当社のすべての役員、従業員は反社会的

勢力との絶縁が極めて重要にしてかつ永遠のテーマであることを理解しております。

 

(4）取締役会について

取締役会は、月１回の定例取締役会、必要に応じて臨時の取締役会を開催するほか、社長主催のもと常務以上の

役員からなる経営会議を月１回開催することで重要案件について、迅速・適切な意思決定を行なっております。取

締役会は、取締役９名で構成され、９名の取締役のうち２名は、社外取締役で非常勤であります。

なお、平成15年６月27日より、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行うために、執行役員制

度を導入し取締役を減員しております。

 

(5）内部監査及び監査役監査の状況

①内部監査の状況

内部監査につきましては、社長直属の監査室を設置し、その人員は３名であり、監査計画に基づき定期的に内部

監査業務を執行しております。

 

②監査役会及び監査役監査の状況

当社の監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役３名で構成されており、非常勤監査役３名は社外監査役で

あります。

監査役監査につきまして、監査役は取締役会に出席し意見を述べるとともに、業務の進行状況を十分把握の上、

業務監査及び調査を行っております。

 

③内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携につきましては、内部監査（監査室）と監査役は連携して監査計

画を練っており、監査の結果については情報を共有し、必要に応じて監査室長が監査役会に出席し、協議を行う体

制を確保しております。

また、監査役会は、四半期ごとに当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツから決算の概況及び内部統

制の状況について報告を受けており、内部監視体制の確保及び適法かつ適正な経営体制の保全に努めております。

 

(6）会計監査の状況

会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、監査法人及びその業務執行社

員と当社の間には、特別な利害関係はありません。当期において業務を執行した公認会計士は以下のとおりです。

指定有限責任社員　水上亮比呂、永田立

また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他３名であります。また、内部統制監査業務

に係る補助者は、公認会計士３名、その他６名であり、うち、公認会計士３名、その他３名は、会計監査業務を兼

務しております。

なお、会計監査人の解任または不再任の決定方針につきましては、当社監査役会が会社法第340条に定める解任

事由に該当すると判断した場合と定めております。
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(7）社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。
 

①社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的・資本的・取引関係その他の利害関係

社外取締役小澤一彦氏は、当社のその他の関係会社である小澤物産株式会社の代表取締役社長であり、当社と

同社との間には、製品の販売、保管荷役及び運送委託、製品の販売等の取引関係があります。なお、小澤物産株

式会社との取引関係については、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとお

りであります。また、同氏は当社代表取締役社長小澤二郎氏の長男であります。

社外取締役川上三知男氏は、弁護士としての知識をいかした客観的かつ専門的知識と当社社外監査役としての

豊富な経験があり、当社とは、特別な利害関係はありません。なお、一般株主と利益相反の生じるおそれがない

独立役員として指定し、株式会社東京証券取引所にその旨を届け出ております。

社外監査役兼田隆氏は、当社のその他の関係会社である小澤物産株式会社の監査役であり、当社と同社との間

に、製品の販売、保管荷役及び運送委託等の取引関係があります。なお、小澤物産株式会社との取引関係につい

ては、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとおりであります。

社外監査役川上泰弘氏は、当社のその他の関係会社である三菱商事株式会社の生活商品本部戦略企画室長であ

り、当社と同社との間に、原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。なお、三菱商事株式会社との取

引関係については、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとおりでありま

す。当社と同社の間には一般的な営業取引のみで、特別な利害関係はありません。

社外監査役松岡昌哉氏は、当社のその他の関係会社である三井物産株式会社の食糧本部長補佐であり、当社と

同社との間に、原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。なお、三井物産株式会社との取引関係につ

いては、「第５ 経理の状況」の「１ 財務諸表等」の「関連当事者情報」に記載のとおりであります。当社と同

社の間には一般的な営業取引のみで、特別な利害関係はありません。
 
②社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

社外取締役については、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行い、経営監督

の実現を図っております。

また、社外監査役については、多様な視点から監査を行うことで経営の健全性、適法性を確保しております。
 
③社外取締役及び社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

社外取締役については、豊富な経験と幅広い見識を有し、客観的立場から指摘・意見ができる人材の中から複

数選任しております。

社外監査役については、豊富な経験と幅広い見識を有し、客観的立場から指摘・意見ができ、様々な専門知識

を有する人材の中から複数選任しております。

なお、当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めておりませ

んが、選任にあたっては、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査等の機能及び役割が期待され、

かつ一般株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本としております。
 
④社外取締役及び社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役と内部監査との相互連携・内部統制部門との関係につきましては、監査役監査基準

第29条（監査室等との連携）に基づき、監査役会において監査室との連携について、常勤監査役から適宜報告し

ております。

監査役会におきまして、各監査役から質疑等があった場合には、通常常勤監査役が監査室長と面談のうえ確認

し、監査役会で報告しております。もし至急であれば、監査室長が直接監査役会に出席のうえ報告しておりま

す。常勤監査役と監査室長とは、毎月一回面談を行ない相互連携に努めております。

また、社外取締役及び社外監査役は、取締役会に出席し相互に情報の交換及び意見の確認を行なっておりま

す。

監査役監査及び会計監査との相互連携・内部統制部門との関係につきましては、監査役及び監査役会は会計監

査人から四半期に一回、監査役会にて会計監査、内部統制監査について報告を受け、意見及び情報の交換を行い

連携を保っております。また、常勤監査役と会計監査人とは、監査役会とは別に四半期に一回面談をしておりま

す。
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(8）役員報酬等

①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
264 211 － 53 － 7

監査役

（社外監査役を除く。）
20 18 － 1 － 2

社外役員 23 23 － － － 7

 

②役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬等の額は、株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、業績、財務状況及び経済情

勢を考慮のうえ、取締役会にて決定しております。

監査役の報酬等の額は、株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、監査役の協議により決定し

ております。

 

(9）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

月１回の取締役会、必要に応じて臨時取締役会を開催した他、経営会議を月１回開催し、重要案件について迅

速・適切な意思決定をいたしました。

また、ＩＲ活動につきましては、適時開示を行い、積極的なＩＲ活動や会社説明会を通じて株主、投資家に

「開かれた、透明感のある企業」として認識いただくように努めております。さらに、コンプライアンスについ

ては、会社の指定する弁護士等社外専門家の助言を取り入れ、経営に法的統制が働く仕組みを構築しておりま

す。

 

(10）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

(11）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

(12）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

(13）自己株式の取得

当社は、経済環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

(14）中間配当

当社は、株主への利益還元をより機動的に行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名

簿に記録された株主または登録株式質権者に対して会社法第454条第５項に定める中間配当をすることができる旨

を定款に定めております。

 

(15）責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号に定

める金額の合計額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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(16）株式の保有状況

①投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

21銘柄　1,391百万円

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日清食品ホールディングス㈱ 173,017 758
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

キユーピー㈱ 73,800 99
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱みずほフィナンシャルグループ 280,000 55
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

加藤産業㈱ 13,975 27
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,000 22
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

三菱食品㈱ 5,600 16
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱いなげや 8,990 9
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱サトー商会 6,174 5
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ライフコーポレーション 2,898 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱王将フードサービス 1,320 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

フジッコ㈱ 3,168 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱トーカン 2,000 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱東武ストア 3,750 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱丸久 1,000 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルタイ 2,200 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱オリンピック 1,000 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルエツ 1,298 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

伊藤忠食品㈱ 100 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱大光 489 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日清食品ホールディングス㈱ 173,894 809
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

キユーピー㈱ 73,800 104
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱みずほフィナンシャルグループ 280,000 57
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

加藤産業㈱ 13,975 30
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱三井住友フィナンシャルグループ 6,000 26
当社の取引銀行であり、持続的な協

力関係を維持していくため。

三菱食品㈱ 5,600 13
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱いなげや 9,458 9
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱サトー商会 6,574 6
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱王将フードサービス 1,320 4
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱ライフコーポレーション 2,898 4
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱トーカン 2,000 4
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

フジッコ㈱ 3,168 3
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱丸久 1,000 1
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱東武ストア 3,750 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルタイ 2,200 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱オリンピック 1,000 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱マルエツ 1,298 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

㈱大光 714 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。

伊藤忠食品㈱ 100 0
取引先としての関係強化及び安定取

引維持のため。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

監査証明業務に基づく報酬
（百万円）

非監査業務に基づく報酬
（百万円）

26 0 26 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、東京証券取引所市場第一

部銘柄指定のための書類作成に関する助言業務について対価を支払っております。

（当事業年度）

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査公認会計士等より監査計画の提示・

説明を受けた後、その具体的内容（監査日程・監査項目・報酬金額等）について協議し、当社の規模・特性等を

勘案したうえ、監査役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31

日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、情報の収集に努めております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,159 7,927

受取手形 ※２ 2 －

売掛金 ※１ 4,457 ※１ 4,677

商品及び製品 851 942

仕掛品 609 797

原材料及び貯蔵品 2,888 3,322

前払費用 159 135

繰延税金資産 201 137

その他 79 110

流動資産合計 17,411 18,050

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,898 2,911

減価償却累計額 △1,419 △1,497

建物（純額） 1,479 1,413

構築物 711 717

減価償却累計額 △441 △464

構築物（純額） 269 252

機械及び装置 7,591 7,717

減価償却累計額 △6,097 △6,368

機械及び装置（純額） 1,494 1,348

車両運搬具 ※４ 99 106

減価償却累計額 △81 △73

車両運搬具（純額） 18 32

工具、器具及び備品 540 544

減価償却累計額 △461 △485

工具、器具及び備品（純額） 79 59

土地 1,480 1,493

建設仮勘定 0 －

有形固定資産合計 4,822 4,599

無形固定資産   

ソフトウエア 22 16

その他 9 8

無形固定資産合計 32 25
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 1,299 1,391

出資金 0 0

従業員に対する長期貸付金 19 13

破産更生債権等 43 42

長期前払費用 5 3

繰延税金資産 163 129

その他 259 265

貸倒引当金 △76 △75

投資その他の資産合計 1,714 1,769

固定資産合計 6,568 6,394

資産合計 23,979 24,445

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 1,787 ※１ 2,315

未払金 ※１ 1,131 ※１ 845

未払費用 31 32

未払法人税等 518 312

前受金 7 14

預り金 29 14

賞与引当金 178 181

役員賞与引当金 73 54

その他 67 16

流動負債合計 3,825 3,788

固定負債   

退職給付引当金 707 697

資産除去債務 71 73

長期未払金 41 40

固定負債合計 820 811

負債合計 4,645 4,599
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,160 2,160

資本剰余金   

資本準備金 3,082 3,082

資本剰余金合計 3,082 3,082

利益剰余金   

利益準備金 250 250

その他利益剰余金   

別途積立金 9,240 9,540

繰越利益剰余金 4,355 4,502

利益剰余金合計 13,845 14,292

自己株式 △0 △0

株主資本合計 19,088 19,535

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 216 273

繰延ヘッジ損益 28 37

評価・換算差額等合計 245 310

純資産合計 19,334 19,845

負債純資産合計 23,979 24,445
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 ※７ 21,435 ※７ 21,890

売上原価   

製品期首たな卸高 891 851

当期製品製造原価 ※７ 12,101 ※７ 14,525

当期商品仕入高 2 4

合計 12,996 15,381

他勘定振替高 ※１ 49 ※１ 30

製品期末たな卸高 851 942

売上原価合計 12,094 14,408

売上総利益 9,340 7,481

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 7,063 ※２,※３ 5,817

営業利益 2,277 1,664

営業外収益   

受取利息 3 2

受取配当金 42 64

為替差益 217 226

雑収入 13 27

営業外収益合計 277 319

営業外費用   

支払手数料 6 6

たな卸資産廃棄損 0 3

株式上場費用 8 －

雑損失 0 2

営業外費用合計 16 12

経常利益 2,537 1,971

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 7 ※４ 0

投資有価証券売却益 0 －

補助金収入 0 －

特別利益合計 7 0

特別損失   

固定資産除売却損 ※５ 15 ※５ 17

固定資産圧縮損 0 －

減損損失 ※６ 61 －

会員権評価損 2 －

特別損失合計 80 17

税引前当期純利益 2,465 1,954

法人税、住民税及び事業税 927 737

法人税等調整額 △7 65

法人税等合計 920 802

当期純利益 1,545 1,151
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製造原価明細書

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ．材料費   9,186 75.6  11,771 80.0

Ⅱ．労務費   926 7.6  938 6.4

Ⅲ．経費        

１．減価償却費  562   496   

２．その他の経費  1,484 2,047 16.8 1,506 2,002 13.6

当期総製造費用   12,159 100.0  14,712 100.0

仕掛品期首たな卸高   551   609  

合計   12,711   15,322  

仕掛品期末たな卸高   609   797  

当期製品製造原価   12,101   14,525  

        

（注）　当社の原価計算の方法は実際原価による工程別総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,160 3,082 3,082 250 8,940 3,720 12,911 △0 18,153

当期変動額          

別途積立金の積立     300 △300 －  －

剰余金の配当      △610 △610  △610

当期純利益      1,545 1,545  1,545

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － 300 634 934 △0 934

当期末残高 2,160 3,082 3,082 250 9,240 4,355 13,845 △0 19,088

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 21 19 40 18,194

当期変動額     

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △610

当期純利益    1,545

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

195 9 204 204

当期変動額合計 195 9 204 1,139

当期末残高 216 28 245 19,334

 

EDINET提出書類

かどや製油株式会社(E00433)

有価証券報告書

36/69



 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,160 3,082 3,082 250 9,240 4,355 13,845 △0 19,088

当期変動額          

別途積立金の積立     300 △300 －  －

剰余金の配当      △704 △704  △704

当期純利益      1,151 1,151  1,151

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － 300 146 446 － 446

当期末残高 2,160 3,082 3,082 250 9,540 4,502 14,292 △0 19,535

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 216 28 245 19,334

当期変動額     

別途積立金の積立    －

剰余金の配当    △704

当期純利益    1,151

自己株式の取得    －

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

56 8 64 64

当期変動額合計 56 8 64 511

当期末残高 273 37 310 19,845
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 2,465 1,954

減価償却費 613 548

減損損失 61 －

その他の償却額 3 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 2

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5 △18

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7 △9

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △46 △66

支払手数料 6 6

為替差損益（△は益） 0 △2

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

会員権評価損 2 －

有形固定資産除売却損益（△は益） 7 16

無形固定資産除売却損益（△は益） 0 0

固定資産圧縮損 0 －

たな卸資産廃棄損 0 3

株式上場費用 8 －

補助金収入 △0 －

売上債権の増減額（△は増加） 78 △217

破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 126 △715

前払費用の増減額（△は増加） 14 21

その他の資産の増減額（△は増加） 2 0

仕入債務の増減額（△は減少） △257 528

前受金の増減額（△は減少） 7 6

未払金の増減額（△は減少） 67 △326

未払費用の増減額（△は減少） △5 1

その他の負債の増減額（△は減少） △55 △66

小計 3,113 1,675

利息及び配当金の受取額 46 48

支払手数料の支払額 △7 △7

補助金の受取額 0 －

法人税等の支払額 △973 △941

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,179 775
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △450 △283

無形固定資産の取得による支出 △12 △7

有形固定資産の売却による収入 9 0

有形固定資産の除却による支出 △5 △7

資産除去債務の履行による支出 △0 △0

投資有価証券の取得による支出 △5 △4

投資有価証券の売却による収入 0 －

貸付けによる支出 － △4

貸付金の回収による収入 18 10

保険積立金の積立による支出 △11 △24

保険積立金の解約による収入 － 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △456 △302

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 －

株式上場費用の支払額 △20 －

配当金の支払額 △610 △704

財務活動によるキャッシュ・フロー △631 △704

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,091 △232

現金及び現金同等物の期首残高 7,053 8,144

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,144 ※１ 7,912

 

EDINET提出書類

かどや製油株式会社(E00433)

有価証券報告書

39/69



【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価額等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法を採用しております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品・原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

(2）製品・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

(3）貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く。）については定額法）を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　７～10年

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
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７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の要件を満たすものについては振当処理を採

用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・外貨建の買掛金

(3) ヘッジ方針

社内のリスク管理方針に基づき為替変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

前事業年度において、区分掲記していた「未収入金」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より

「流動資産」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組

替えを行っております。この結果、前事業年度の「未収入金」29百万円は、「流動資産」の「その他」29百万円と

して組み替えております。

前事業年度において、区分掲記していた「水道施設利用権」および「電話加入権」は、金額的重要性が乏しく

なったため、当事業年度より「無形固定資産」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度の「水道施設利用権」２百万円お

よび「電話加入権」６百万円は、「無形固定資産」の「その他」９百万円として組み替えております。

前事業年度において、区分掲記していた「会員権」および「差入保証金」は、金額的重要性が乏しくなったた

め、当事業年度より「投資その他の資産」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度の「会員権」42百万円および「差入

保証金」44百万円は、「投資その他の資産」の「その他」86百万円として組み替えております。

前事業年度において、区分掲記していた「未払消費税等」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度よ

り「流動負債」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の

組替えを行っております。この結果、前事業年度の「未払消費税等」67百万円は、「流動負債」の「その他」67百

万円として組み替えております。

なお、上記貸借対照表の表示方法の変更は財務諸表等規則第19条、第29条、第33条および第50条に基づくもので

あります。

 

財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。

 

（損益計算書関係）

前事業年度において、「営業外費用」の「雑損失」に含めていた「たな卸資産廃棄損」は、営業外費用の100分の

10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度において、「営業外費用」の「雑損失」とし

て表示していた１百万円は、「雑損失」０百万円、「たな卸資産廃棄損」０百万円として組み替えております。

 

前事業年度において、「販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額」に注記しておりました「給料および手

当」および「広告宣伝費」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より記載を省略しております。この

表示方法を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

なお、上記「販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額」の表示方法の変更は財務諸表等規則第85条第２項に

基づくものであります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「たな卸資産の増減額（△は増加）」に含めて

いた「たな卸資産廃棄損」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表

示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「たな

卸資産の増減額（△は増加）」に表示していた126百万円は、「たな卸資産の増減額（△は増加）」126百万円、

「たな卸資産廃棄損」０百万円として組み替えております。

前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記しておりました「未収入金の増減額

（△は増加）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の資産の増減額（△は増加）」に

含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っておりま

す。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収

入金の増減額（△は増加）」に表示していた０百万円は、「その他の資産の増減額（△は増加）」として組み替え

ております。

前事業年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記しておりました「未払消費税等の増減

額（△は減少）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の負債の増減額（△は減少）」

に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っており

ます。

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払

消費税等の増減額（△は減少）」に表示していた△53百万円は、「その他の負債の増減額（△は減少）」として組

み替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には次のものがあります。

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

流動資産    

売掛金  2,763百万円 2,761百万円

流動負債    

買掛金  833 1,342

未払金  32 31

 

※２　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前期の末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

受取手形  1百万円 －百万円

 

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と特定融資枠契約（シンジケーション方式によるコ

ミットメントライン）を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次のとおり

であります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

特定融資枠契約の総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 3,000 3,000

 

※４　圧縮記帳

取得価額から控除している補助金収入等による圧縮記帳額は次のとおりであります。

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

車両運搬具  0百万円 －百万円
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（損益計算書関係）

※１　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

広告宣伝費 21百万円  24百万円

その他 28  6

計 49  30

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度72％、当事業年度66％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度28％、当事業年度34％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

運送費及び保管料 1,118百万円 1,068百万円

販売促進費 3,121 2,121

賞与引当金繰入額 87 87

役員賞与引当金繰入額 73 54

減価償却費 47 49

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成24年４月１日
　　至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

61百万円 82百万円

 

※４　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

車両運搬具 －百万円 0百万円

土地 7 －

計 7 0
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※５　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

固定資産除却損

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

建物 0百万円 4百万円

構築物 0 －

機械及び装置 13 11

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 0

ソフトウエア 0 0

計 15 16

 

固定資産売却損

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

車両運搬具 0百万円 0百万円

工具、器具及び備品 － 0

計 0 0

 

※６　減損損失

　前事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 金額

遊休資産 土地 兵庫県神戸市 61百万円

当社は事業用資産については、事業の区分をもとにグルーピングしており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。

前事業年度において、事業資産の一部について具体的な使用の目途が立っておらず、遊休資産として認識すべ

き状況になったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し

ております。

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づき算定

しております。

なお、当事業年度については、該当事項はありません。

 

※７　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

関係会社への売上高 12,476百万円  11,871百万円

関係会社からの仕入高 5,173  7,882

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 9,400 － － 9,400

合計 9,400 － － 9,400

自己株式     

普通株式 0 0 － 0

合計 0 0 － 0

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 610 65 平成24年３月31日 平成24年６月27日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 704 利益剰余金 75 平成25年３月31日 平成25年６月26日

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

発行済株式     

普通株式 9,400 － － 9,400

合計 9,400 － － 9,400

自己株式     

普通株式 0 － － 0

合計 0 － － 0

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 704 75 平成25年３月31日 平成25年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 469 利益剰余金 50 平成26年３月31日 平成26年６月25日

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 8,159百万円 7,927百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △15 △15

現金及び現金同等物 8,144 7,912
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に営業活動による現金収入により確保しております。ま

た、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、将来の為替・金利

の変動によるリスク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
 
(2)金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、当該リスクに関して

は、与信管理部署である販売業務部において、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引

先の信用状況を年度ごとに把握する体制をとっております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。ま

た、当該リスクに関しては、管理部において定期的に時価や発行体の財務状況を把握する体制をとっておりま

す。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。

また、営業債務などの流動負債はその決済時において流動性リスクに晒されますが、当社では月次に資金繰

計画を作成するなどの方法により管理しております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予

約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方

法等については、前述の重要な会計方針「７．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

また、デリバティブ取引については、取引の契約先を信用度の高い商社に限っているため、相手先の契約不

履行によるリスクはほとんどないと認識しております。また、為替予約取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、外貨建輸入取引実行時に原料購入部門が行っており、取引の

都度、経理部門に報告をしております。
 
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含

まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価格が変動することがあります。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成25年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 8,159 8,159 －

(2）受取手形 2 2 －

(3）売掛金 4,457 4,457 －

(4）投資有価証券 1,013 1,013 －

資産計 13,633 13,633 －

(1）買掛金 1,787 1,787 －

(2）未払金 1,131 1,131 －

(3）未払法人税等 518 518 －

負債計 3,436 3,436 －

 デリバティブ取引(*1) 46 46 －

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しております。
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当事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 7,927 7,927 －

(2）受取手形 － － －

(3）売掛金 4,677 4,677 －

(4）投資有価証券 1,079 1,079 －

資産計 13,685 13,685 －

(1）買掛金 2,315 2,315 －

(2）未払金 845 845 －

(3）未払法人税等 312 312 －

負債計 3,473 3,473 －

 デリバティブ取引(*1) 57 57 －

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（ ）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等

から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価は、為替予約等の予定取引における当期末時点の評価差額によるものであります。

また、為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているた

め、その時価は当該買掛金の時価に含めて記載しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

非上場株式(*1) 285 311

(*1)これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（4）投資有価証券」には含めておりません。
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（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 8,159 － － －

受取手形 2 － － －

売掛金 4,457 － － －

合計 12,619 － － －

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
(百万円）

１年超５年以内
(百万円）

５年超10年以内
(百万円）

10年超
(百万円）

現金及び預金 7,927 － － －

受取手形 － － － －

売掛金 4,677 － － －

合計 12,604 － － －

 

（注）４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度（平成25年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 1,010 638 371

（2）その他 － － －

小計 1,010 638 371

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 2 3 △1

（2）その他 － － －

小計 2 3 △1

合計 1,013 642 370

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　285百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）
差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

（1）株式 1,076 643 433

（2）その他 － － －

小計 1,076 643 433

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

（1）株式 3 3 △0

（2）その他 － － －

小計 3 3 △0

合計 1,079 647 432

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　311百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

EDINET提出書類

かどや製油株式会社(E00433)

有価証券報告書

48/69



２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

(1）株式 0 0 －

(2）その他 － － －

合計 0 0 －

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前事業年度（平成25年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

当該時価の算

定方法

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金
704 －

（注）
取引金融機関

から提示され

た価格に基づ

く1,937 － 46

合計 2,641 － 46  

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。

 

当事業年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

当該時価の算

定方法

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

買建

米ドル

買掛金
1,267 －

（注）
取引金融機関

から提示され

た価格に基づ

く4,033 － 57

合計 5,301 － 57  

（注）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、

その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度に加えて、酒フーズ厚生年金基金に加入しています

が、当該厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理に該当する制度であります。

また、当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成20年10月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。

２．退職給付債務及びその内訳

 前事業年度

（平成25年３月31日）

当事業年度

（平成26年３月31日）

退職給付債務  △707百万円   △697百万円  

退職給付引当金  △707百万円   △697百万円  

 

３．退職給付費用の内訳

 
 

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

勤務費用  83百万円   81百万円  

小計  83百万円   81百万円  

         

総合型厚生年金基金への拠出額  89百万円   88百万円  

従業員拠出額  △27百万円   △27 百万円 

小計  61百万円   60百万円  

         

退職給付費用  145百万円   142百万円  

その他  10百万円   10百万円  

合計  156百万円   152百万円  
 
（注）厚生年金基金の代行部分を含めて表示しております。

「その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

 

４．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

（１）積立状況に関する事項 （平成24年３月31日現在）  （平成25年３月31日現在）  

年金資産の額  50,818 百万円   54,735 百万円  

年金財政計算上の給付債務の額  62,245    65,424   

差引額  △11,427    △10,688   

（２）制度全体に占める当社の拠出金
割合

（平成24年３月31日現在）  （平成25年３月31日現在）  

 2.0％   2.4％  

（３）補足説明 上記（１）の差引額の主な要因

は、年金財政計算上の過去勤務債

務残高11,917百万円、当年度不足

金1,574百万円、別途積立金2,063

百万円であります。

上記（１）の差引額の主な要因

は、年金財政計算上の過去勤務債

務残高10,322百万円、当年度不足

金855百万円、別途積立金489百万

円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

（流動資産）    

繰延税金資産    

賞与引当金 67百万円 64百万円

未払金 100  61

未払事業税 40  21

未払費用 10  9

消耗品費 －  0

繰延税金資産計 219  158

繰延税金負債    

繰延ヘッジ損益 △17  △20

繰延税金負債計 △17  △20

繰延税金資産の純額 201  137

    

（固定資産）    

繰延税金資産    

退職給付引当金 252  248

資産除去債務 25  26

長期未払金 14  14

繰延資産 1  1

減価償却費 0  0

減損損失 21  21

貸倒引当金 20  20

投資有価証券 14  14

会員権 7  7

繰延税金資産計 360  356

繰延税金負債    

有形固定資産 △11  △11

株式売却益 △7  △7

その他有価証券評価差額金 △120  △151

繰延税金負債計 △139  △169

評価性引当額 △57  △57

繰延税金資産の純額 163  129
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
 

当事業年度

（平成26年３月31日）

法定実効税率 38.01％  38.01％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.76  1.85

住民税均等割 0.70  0.88

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  0.47

その他 △3.16  △0.13

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.31  41.07

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては従来の38.01%から35.64%になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は９百万円減少しており、法人

税等調整額が10百万円および繰延ヘッジ損益が１百万円それぞれ増加しております。
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（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

小豆島工場等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務ならびに石綿障害予防規則および建設リサイクル法

に伴う撤去費用等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該資産の耐用年数に応じて9年から50年と見積り、割引率は使用見込期間に対応した国

債金利の0.95％から1.98％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

期首残高 70百万円 71百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 0 0

時の経過による調整額 1 1

資産除去債務の履行による減少額 △0 △0

期末残高 71 73

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「ごま油事業」及び「食品ごま事業」の２つを報告

セグメントとしております。

「ごま油事業」は、家庭用及び業務用のごま油やごま油の副生成物である脱脂ごま等の製造及び販売を行って

おります。

「食品ごま事業」は、家庭用及び業務用のいりごまやねりごま等の製造及び販売を行っております。
 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
 

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額
財務諸表
計上額
（注２） ごま油 食品ごま 計

売上高        

外部顧客への売上高 17,642 3,789 21,431 3 21,435 － 21,435

計 17,642 3,789 21,431 3 21,435 － 21,435

セグメント利益 1,828 448 2,276 0 2,277 － 2,277

セグメント資産 8,488 3,058 11,546 － 11,546 12,433 23,979

その他の項目        

減価償却費 429 184 613 － 613 － 613

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
173 141 315 － 315 78 393

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「仕入商品販売」を含ん

でおります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計 調整額
財務諸表
計上額
（注２） ごま油 食品ごま 計

売上高        

外部顧客への売上高 17,655 4,231 21,886 3 21,890 － 21,890

計 17,655 4,231 21,886 3 21,890 － 21,890

セグメント利益 1,232 431 1,664 0 1,664 － 1,664

セグメント資産 8,922 3,433 12,355 － 12,355 12,090 24,445

その他の項目        

減価償却費 384 164 548 － 548 － 548

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
210 78 289 － 289 38 328

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「仕入商品販売」を含ん

でおります。

２．セグメント利益は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

売上高 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 21,431 21,886

「その他」の区分の売上高 3 3

財務諸表の売上高 21,435 21,890

 

（単位：百万円）

利益 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 2,276 1,664

「その他」の区分の利益 0 0

財務諸表の営業利益 2,277 1,664

 

（単位：百万円）

資産 前事業年度 当事業年度

報告セグメント計 11,546 12,355

「その他」の区分の資産 － －

全社資産（注） 12,433 12,090

財務諸表の資産合計 23,979 24,445

（注）全社資産は、報告セグメントに帰属しない共用固定資産及び投資その他の資産であります。

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 財務諸表計上額

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

前事業

年度

当事業

年度

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
315 289 － － 78 38 393 328

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、共用有形固定資産及び無形固定資産であります。
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【関連情報】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 ごま油 食品ごま その他 合計

外部顧客への売上高 17,642 3,789 3 21,435

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

海外に所在する有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

三井物産株式会社 8,975 ごま油、食品ごま

三菱商事株式会社 3,499 ごま油、食品ごま

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 ごま油 食品ごま その他 合計

外部顧客への売上高 17,655 4,231 3 21,890

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 海外 合計

19,563 2,327 21,890

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

海外に属する主な地域は、北米であります。

 

(2）有形固定資産

海外に所在する有形固定資産はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

三井物産株式会社 8,298 ごま油、食品ごま

三菱商事株式会社 3,571 ごま油、食品ごま
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

財務諸表
計上額 ごま油 食品ごま 計

減損損失 － － － － － 61 61

 

当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

その他の関
係会社（当
該その他の
関係会社の
親会社を含
む）

三菱商事㈱ 東京都

千代田区

204,446 総合商社 (被所有)

直接26.35%

－ 原材料の主要仕

入先(21.8%)で

あり製品の主要

販売代理店

(16.3%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

3,499 売掛金 781

原材料の
仕入
(注1)

1,964 買掛金 243

三井物産㈱ 東京都

千代田区

341,481 総合商社 (被所有)

直接21.48%

－ 原材料の主要仕

入先(35.5%)で

あり製品の主要

販売代理店

(41.9%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

8,975 売掛金 1,981

原材料等
の仕入
(注1)

3,209 買掛金 590

営業取
引以外
の取引

販売促進
費他
(注1)

4 未払金 0

小澤物産㈱ 東京都

品川区

50 流体搬送機

器・貯蔵用

機器等の販

売

(被所有)

直接15.86%

役員

2名

製品の保管荷役

及び運送委託

役員の兼任

営業
取引

製品の
販売
(注1)

1 売掛金 0

営業取
引以外
の取引

支払
運賃他
(注1)

324 未払金 31

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．関連当事者との取引条件については、他の取引先と同様の条件であります。

 

当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

その他の関
係会社（当
該その他の
関係会社の
親会社を含
む）

三菱商事㈱ 東京都

千代田区

204,446 総合商社 (被所有)

直接26.35%

－ 原材料の主要仕

入先(27.4%)で

あり製品の主要

販売代理店

(16.3%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

3,571 売掛金 870

原材料の
仕入
(注1)

3,343 買掛金 383

営業取
引以外
の取引

広告
宣伝費他
(注1)

0 未払金 －

三井物産㈱ 東京都

千代田区

341,481 総合商社 (被所有)

直接21.48%

－ 原材料の主要仕

入先(37.2%)で

あり製品の主要

販売代理店

(37.9%)

営業
取引

製品の
販売
(注1)

8,298 売掛金 1,890

原材料等
の仕入
(注1)

4,539 買掛金 959

営業取
引以外
の取引

販売促進
費他
(注1)

1 未払金 0

小澤物産㈱ 東京都

品川区

50 流体搬送機

器・貯蔵用

機器等の販

売

(被所有)

直接15.86%

役員

2名

製品の保管荷役

及び運送委託

役員の兼任

営業
取引

製品の
販売
(注1)

2 売掛金 0

営業取
引以外
の取引

支払
運賃他
(注1)

312 未払金 31

（注）１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．関連当事者との取引条件については、他の取引先と同様の条件であります。
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（１株当たり情報）

 
 

前事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 2,056円86銭 2,111円25銭

１株当たり当期純利益 164円45銭 122円52銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,545 1,151

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,545 1,151

期中平均株式数（千株） 9,399 9,399

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 2,898 22 9 2,911 1,497 86 1,413

構築物 711 5 － 717 464 23 252

機械及び装置 7,591 237 112 7,717 6,368 377 1,348

車両運搬具 99 27 21 106 73 12 32

工具、器具及び備品 540 22 17 544 485 41 59

土地 1,480 13 － 1,493 － － 1,493

建設仮勘定 0 328 328 － － － －

有形固定資産計 13,323 656 489 13,490 8,891 541 4,599

無形固定資産        

ソフトウエア 280 － 0 280 263 5 16

その他 14 － － 14 5 0 8

無形固定資産計 295 － 0 294 268 6 25

長期前払費用 15 2 10 8 5 2 3

（注）当期増減額の主な内容は次のとおりであります。

増加

有形固定資産 建　　　　物 洗浄施設建設工事 13百万円

 機械及び装置 静置タンク冷却設備工事 104百万円

 工具器具備品 タフテナ購入 6百万円

 土　　　　地 工場用土地購入 13百万円

 建設仮勘定 静置タンク冷却設備工事他 328百万円

減少

有形固定資産 機械及び装置 食品ごま搬送設備除却 3百万円

 建設仮勘定 本勘定振替額 328百万円

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 76 － － 0 75

賞与引当金 178 181 178 － 181

役員賞与引当金 73 54 73 － 54

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権回収による取崩0百万円であります。

 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

内訳 金額（百万円）

現金 0

預金の種類  

当座預金 340

普通預金 2,069

定期預金 5,515

別段預金 2

小計 7,927

合計 7,927

 

２）売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

三井物産㈱ 1,890

三菱商事㈱ 870

東亜商事㈱ 401

伊藤忠商事㈱ 231

国分㈱ 171

その他 1,112

合計 4,677

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（ヶ月）

(A) (B) (C) (D)

 

(
Ｃ

×100）
Ａ＋Ｂ

 

 

(Ｄ ÷
Ｂ
）

12
 

4,457 22,868 22,648 4,677 82.8 2.4

（注）売掛金には、消費税等を含めております。

 

３）商品及び製品

品目 金額（百万円）

商品  

外注品油 －

小計 －

製品  

ごま油 682

食品ごま 254

脱脂ごま 5

小計 942

合計 942
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４）仕掛品

品目 金額（百万円）

ごま油 769

食品ごま 27

合計 797

 

５）原材料及び貯蔵品

品目 金額（百万円）

原材料  

ごま種子原料 3,100

原料油等 53

容器等 98

小計 3,252

貯蔵品  

ＬＮＧ他操業用資材 17

圧搾機部品他工事用資材 51

小計 69

合計 3,322

 

６）投資有価証券

相手先 金額（百万円）

株式  

日清食品ホールディングス㈱ 809

SUPER DISCOVER INVESTMENT LTD. 301

キューピー㈱ 104

㈱みずほフィナンシャルグループ 57

加藤産業㈱ 26

その他 91

合計 1,391

 

②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（百万円）

三井物産㈱ 959

三菱商事㈱ 383

日本山村硝子㈱ 218

東洋製罐㈱ 174

㈱紀文産業 105

その他 474

合計 2,315
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２）未払金

相手先 金額（百万円）

㈱クニチカ 60

㈱ＡＤＫインターナショナル 59

小澤物産㈱ 30

アルファラバル㈱ 26

三井倉庫港運㈱ 22

その他 645

合計 845
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（３）【その他】

①　当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高(百万円) 5,678 11,243 16,664 21,890

税引前四半期(当期)純利益金額

(百万円)
781 1,284 1,607 1,954

四半期(当期)純利益金額(百万円) 468 768 950 1,151

１株当たり四半期(当期)純利益金

額(円)
49.89 81.79 101.15 122.52

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額(円) 49.89 31.90 19.36 21.37

 

②　決算日後の状況

特記事項はありません。

③　重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料 株式の売却の委託に係る手数料相当額として別途定める金額とする。

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をす
ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

公告掲載URL

http://www.kadoya.com

株主に対する特典 毎年３月末現在の100株以上所有の株主に対して、年１回自社製品を贈呈
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第56期）（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）平成25年６月25日関東財務局長に提出。

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成25年６月25日関東財務局長に提出。

（3）四半期報告書及び確認書

（第57期第１四半期）（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）平成25年８月14日関東財務局長に提出。

（第57期第２四半期）（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）平成25年11月14日関東財務局長に提出。

（第57期第３四半期）（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）平成26年２月14日関東財務局長に提出。

（4）臨時報告書

平成25年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 

  平成26年６月24日  

か ど や 製 油 株 式 会 社    

 

　 取　 締　 役　 会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永田　　立　　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているかどや製油株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、かどや製

油株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、かどや製油株式会社の平成

２６年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、かどや製油株式会社が平成２６年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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